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説論
　　有罪答弁の事実的基礎再論
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1　はじめに
　アメリカ合衆国の連邦法および多くの各州法においては、有罪答弁の正
確性（Accuracy）が問題とされ、有罪答弁の「事実的基礎（factua1
　　　　　　　　　　　（1）basis）」の審査が要求されている。このような「事実的基礎」の審査制度
のもつ制度的意味を考察するために、まず、日常的に処理されている多数
の有罪答弁手続における事実的基礎の審査手続の実態を把握することも必
要であり、前稿では、ハワイ州の刑事手続における有罪答弁の受理手続を
　　（2）概観した。そこでは、事実的基礎の審査手続は、「真実」に基づく裁判の
保障というより「被告人の権利保障」の視点から、慎重な手続が取られて
いることが確認された。
　これに対して、有罪答弁が、現実に生起した犯罪事実とは異なった事実
についてなされるという「極限的事例」についての事実的基礎の審査に
は、どのような問題が含まれているのかを検討してみることが本稿の課題
となる。問題となるケースは、大きく2つに分類されよう。第1は、被告
　180　早法78巻3号（2003）
人が有罪答弁を行いつつ、「自分は無実である」とする主張をなす場合で
ある。このような有罪答弁は、被告入の名前をとって「アルフォード・プ
リー（AlfordPlea）」と呼ばれている。第2は、有罪答弁が、いわゆる
「包含犯罪（included　offense）」について行われる場合であり、有罪答弁の
対象犯罪と事実的基礎の示す事実との食い違いを承認するのであれば、こ
の種の有罪答弁としていわゆる「非包含犯罪（non－included　offense）」に
　　　　　　　　　　　　　　（3）ついての有罪答弁も同時に問題となる。事例が「極限的」になればなるほ
ど、事実的基礎制度の存在意義とその法的性質さらには審査手続の具体的
内容などの諸問題が集約されて問題となる。それは、ひいては有罪答弁制
度の是非論あるいは有罪答弁制度の限界論にもつながることとなる。
　本稿で概観するように、「事実的基礎」とは「有罪答弁」の基礎の問題
であって、「有罪宣告」の基礎の問題ではない。ここに、有罪答弁（plea
ofguilty）制度の基本構造を解明するポイントがあるのではないかと考え
ている。そして、そうなると、この問題は、アレインメント制度と真実主
義との関係、そして刑事訴訟における当事者主義の本質という根本間題に
も関係してくることになる。さらに、有罪答弁制度それ自体はアメリカ法
に特殊なものというわけではないと考える。むしろ刑事訴訟法制度一般に
おいて問題となりうるものというべきであろう。これに対して、訴追者が
広い裁量権をもって被告人と交渉を行うという答弁取引（plea　bargain－
ing）制度は特殊アメリカ法的な間題であり、この答弁取引制度と結びつ
いた有罪答弁制度は、必ずしも刑事訴訟法の一般的な問題とはいえない。
本稿においては、有罪答弁制度それ自体を考察することとし、このような
　　　　　　　　　　　　　　　（4）答弁取引制度には深入りしないこととする。刑事訴訟法の一般的な間題に
焦点を絞ることで、有罪答弁の事実的基礎論はより普遍的な問題と位置づ
けられるだろうからである。
　以上のような問題意識から、以下では、有罪答弁の事実的基礎に関する
極限的事例を中心として、問題の所在をあきらかにし、若干の考察を加え
てみたいと思う。
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2　有罪答弁と無実の主張
　（1）アルフォード事件の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）　アルフォード事件の事実関係は、概略、以下のようであった。1963年12
月2日、被告人アルフォードは、第一級謀殺罪で起訴された。ノース・カ
ロライナ州法では死刑を科しうる犯罪である。裁判所は、被告人のために
弁護人を任命し、この弁護人は、アルフォードの無実の訴えを実証するは
ずの何人かの証人の尋問を行った。しかし、これらの証人は、アルフォー
ドの主張を支持せず、かえって彼の有罪を強く示唆する供述を行った。こ
のような有罪の強い証拠がある反面、無実の訴えを実質的に支持する証拠
がないため、アルフォードの弁護人は、有罪の答弁をすることを勧めた
が、最終的な決断はアルフォード自身に委ねた。訴追者は、第二級謀殺罪
の事実に対する有罪の答弁を受け入れることに同意し、1963年12月10日、
アルフォードは、第二級謀殺罪という縮減された犯罪事実（the　reduced
charge）につき有罪の答弁を行った。
　裁判所は、答弁を最終的に受理する前に、警察官の宣誓証言を聴取し
た。警察官は訴追事実を簡潔に述べた。アルフォード側の二人の証人の聴
取もなされた。犯罪の目撃証人はいなかったが、証言は、殺害の直前にア
ルフォードが銃を自宅から持ち出したことを示唆し、それはアルフォード
の殺意を物語るものであった。そして、帰宅後の事情も、彼が殺害を行っ
たことを示していた。
　訴追事実が要約して供述されたのち、アルフォードは証言台に立ち、
「自分は謀殺を行ってはいないが、もし有罪の答弁を行わなければ死刑の
おそれに直面するがゆえに、有罪の答弁を行った」と証言した。弁護人の
質問に答えて、アルフォードは、弁護人が第こ級謀殺罪と第一級謀殺罪の
違いおよび公判となった場合における彼の権利について教示したことを認
めた。そこで、裁判所は、アルフォードに対して、有罪を否認するにもか
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かわらず、第二級謀殺罪について有罪の答弁をすることを望むのかと尋ね
たところ、被上訴人は「はい、裁判長。私は、彼（アルフォードの弁護人）
が私に話してくれた諸情況から、有罪の答弁を維持します」と答えた。裁
判所は、アルフォードの前科記録を引用したのち、第二級謀殺罪の最高刑
である30年の拘禁刑を宣告した。
　アルフォードは、事実審裁判所に、有罪判決に対する非常救済手続
（post－conviction　relief）を申し立てた。州裁判所は、1965年、答弁は、資
格のある弁護人の助言に基づきかつ強力な訴追事件に直面して、「自発的
に、知悉しつつ、そして、理解しつつ（willingly，knowingly，and　under－
standingly）」なされたと認定した。その後、アルフォードは、人身保護令
状（writofhabeascorpus）を求め、事件は、最終的に連邦最高裁に係属す
ることとなった。
　連邦最高裁の判示事項を、ここでは、①有罪答弁の構造、②有罪答弁の
中核、③憲法問題かどうか、④有罪答弁の受理問題、⑤事実的基礎の5項
目に分類してみると、以下の通りである（数字とカギ括弧は、筆者が、便宜
上付したものである）。
　①　「通常は、有罪答弁に基づく有罪の裁判（judgment　of　conviction）
は、被告人が、訴追された犯罪を犯したことについての被告人の承認
（admission）と裁判が何らの公判（tria1）なくして下されることについて
の被告人の同意（consent）によって正当化される。答弁は、普通、この
二つの要素から成っており、たとえ、起訴状で訴追された犯罪を構成する
と主張されている特定の行為を行ったことを被告人が個別かつ明白に承認
　　　　　　　　　　　　　　　　　（6〉しない場合であっても、正当化しうるものである。」
　②　「アルフォードは、答弁をなしたが、その答弁と彼が被害者を射殺
していないとの主張とを結びつけた。もし、アルフォードの主張が偽りの
ない無実の主張として信用しうるものであったならば、そこには明白にア
ルフォードと州との間に事実的かつ法律的な対立が存在した。さらに、彼
の有罪答弁に基づいてなされた有罪判決は、彼の無実の主張が有罪の承認
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を否定するがゆえに、無効であったという議論も可能であったろう。有罪
の承認は、我々が先の開廷期日でブレディ事件において考察したように、
通常、『答弁の中核であり、かつ、被告人に対して裁判を下すための基礎』
　　　（7）
なのである。」
　③　「ほとんどの有罪答弁は公判〔を受ける権利〕の放棄と有罪の明確
な承認の双方から成っているが、後者の要素は刑事罰を科するための憲法
上の要件ではない。個々の刑事被告人は、犯罪を構成する行為に関与した
ことを認めたくないか、または認めることができない場合であっても、拘
禁刑を科されることに、任意に、知悉して、かつ理解して（voluntarily，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）knowingly，and　understandingly）同意することができる。」
　④　「有罪答弁が無実の主張を伴い、それゆえ公判の権利放棄は含まれ
ているが有罪の承認は含まれていない場合に、有罪答弁を受理しうるかど
うかに関して、州裁判所と連邦下級裁判所において見解が分かれている。
ある裁判所は、『法律は、有罪〔答弁〕が示されている場合の有罪判決だ
けを有効としている』との原則を示して、事実審裁判官はこのような〔有
罪〕答弁を却下するよう求めている〔アルフォード・プリー無効説〕。し
かし、他の裁判所は、事実審裁判官は、とくに、防御活動が『失敗に終わ
る』場合に、『刑事事件において被告人に何らかの防御活動を強制す』べ
きではない、とする。彼らは次のように論じた。『有罪〔答弁〕または有
罪の程度は、時として、不確かでとらえ所のないものであるがゆえに』、
また『被告人は、自己の無実を信じたり、または無実を示す疑いの存在を
考慮に入れるけれども、理陸的に考えれば、陪審は被告人の有罪を確信す
るであろうという結論に至り、また、有罪の答弁により量刑が有利になる
だろう』と。ある州裁判所が約1世紀前に考察したように、『被告人は、
自分が有罪であるという事実とは別の理由から、有罪の答弁をすることが
ありうる。この点を考慮して、被告人自身のために裁判することが許容さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）れなければならない』〔アルフォード・プリー有効説〕。」（判文中に引用さ
れた多数の判例はここでは省略してある。なお、被告人に防御活動を強制すべ
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きでないとの趣旨は、陪審公判で争うことを強制すべきではないということで
あろう。）
　⑤　「州は、アルフォードに対する第一級謀殺罪の有力な証拠（strong
evidence）を持っていた。アルフォードが自己の有罪を認めていたか、そ
れともこれを認めていなかったかはともかく、彼の考えによれば、公判に
よって得るところは全く何もなく、かえって答弁手続（pleading）によっ
てより多くを得るがゆえに、答弁に固執したのである。彼に不利な証拠が
圧倒的（overwhelming　evidence）であったがゆえに、公判はアルフォード
にとっても彼の弁護人にとっても望むところではなかった。一方におい
て、第一級謀殺罪の公判と、他方において、第二級謀殺罪の有罪答弁との
選択に直面して、アルフォードは、全く合理的に後者を選択し、これによ
って最高刑を30年に限定したのである。彼に不利な証拠は、実質的に彼の
無実の主張を否定するものであったし、それは、さらに裁判官が答弁が理
性的になされたかどうかを審査しようと思えばできた資料をも提供するも
のであったが、そのような証拠に照らして彼の答弁を見てみると、その有
効性は深刻に問題とされうるものではない。州によって明らかにされた答
弁の有力な事実的基礎（strong　factual　basis）と自己の無実の主張にもか
かわらず有罪答弁をなすことのアルフォードの明白な意思表示から考え
て、我々は、事実審裁判官は有罪答弁を受理するにつき憲法上の過誤を犯
　　　　　　　　　　（10）したものではないと考える。」
　以上のアルフォード判決には多くの検討に値する問題が含まれている。
そもそも有罪答弁制度はどのような構造を持っているのか、そこでの有罪
の承認は憲法問題かどうか、有罪の承認のない答弁の有効性そして有罪答
弁における事実的基礎の位置づけなど問題点は多岐にわたっている。そこ
で、以上の論点のうち、アルフォード判決自体が問題とする論点と、アル
フォード判決の延長線上で問題となる論点とを区別し、前者としてアルフ
ォード・プリーの任意性論と事実的基礎論を取り上げ、後者として有罪答
弁と自白との関係および包含犯罪に関する有罪答弁の問題を取り上げてみ
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ることとしよう。
　（2）アルフォード・プリーの任意性
　有罪答弁に基づく有罪宣告は、犯罪を犯したことについての「被告人の
承認」と公判に関する諸権利の放棄への「被告人の同意」という2つの要
素から成り立っていること、そして、有罪答弁に基づく有罪宣告の基礎は
「被告人の承認」にこそあるが、憲法上問題となるのは「被告人の同意」
の方である。以上の有罪答弁の理論構造は、判旨が指摘しているように、
　　　　　　　　　　　　（11〉同年に言い渡されたブレディ判決を前提としている。
　連邦最高裁のブレディ事件とは、概略、以下のようなものであった。連
邦法上の誘拐致死傷罪の法定刑の上限は死刑であるが、死刑を科するのは
陪審の死刑答申のある場合に限る旨の規定がある場合に、被告人ブレディ
は、有罪答弁により30年の拘禁刑とされたが、「死刑を回避するために有
罪答弁をしたもので、このような有罪答弁は無効である」と主張したとい
う事案である。この事件で、連邦最高裁は、死刑を回避するために有罪答
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）弁の任意性について、つぎのような判断を示した。
　まず、有罪答弁の任意性問題の前提として、ブレディ判決は、有罪答弁
　　　　　　　　　　　　　　　（13）制度の基本構造をつぎのように理解した。①「有罪答弁は厳粛で正式な行
為（agraveandsolemnact）」である、②「答弁と被告人に対する有罪宣
告の基礎をなすのは、公開法廷において、起訴状の訴追事実を犯したこと
についての被告人の承認である」、③「答弁は、過去の行為の承認より以
上のものである。それは、公判なくして、陪審または裁判官の前での公判
を受ける権利を放棄して、有罪宣告が下されてもよいとの被告人の同意で
ある。憲法上の権利の放棄は、単に任意でなければならないだけでなく、
関連事情とありうる結果を十分に自覚してなされた、知悉的で、理性的な
行為でなければならない」、とした。有罪答弁制度の理論構造に関するこ
の理解は、そのままアルフォード判決に引き継がれている。「有罪宣告の
基礎」は「被告人の承認」であるが、憲法問題となるのは「被告人の同
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意」であるとの理論分析は重要な前提といわなければならない。ただし、
ブレディ事件では、憲法問題としての答弁の任意性が問題とされ、答弁の
事実的基礎は論点となっていない。判例法としては、ブレディ事件でアル
フォード・プリーの任意性が、アルフォード事件でアルフォード・プリー
の事実的基礎が問題とされたということとなる。被告人の主張という面か
ら言えば、ブレディは「強制があった」と主張し、アルフォードは「無実
だ」と主張したということになろう。
　以上を前提として、ブレディ判決は、アルフォード・プリーの任意性を
肯定する理由をつぎのように論じた。まず、問題となるのは、「自白の任
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）意性」と「有罪答弁の任意性」との区別である。ブレディ判決は、「自白
の許容性は、修正5条の意味での強制の有無に依存する。〔自白が〕許容
されるためには、自白は自由かつ任意でなされなければならない。すなわ
ち、如何なる種類の脅迫、暴力によっても採取されてはならず、また、何
らかの直接的またはわずかであっても暗示的な約束によって獲得されては
ならず、また、何らかの不適正な影響力を行使して獲得されてはなら
（15）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）ない」とした上で、自白の任意性が問題となった先例であるブラム事件に
言及し、「ブラム事件は、拘禁中の、孤独で、弁護人の援助もない被告人
の自白に関するものである。そのような状況の下では、わずかな寛刑の約
束でも、自白を排除する十分なものとみなされた。それは、約束が違法な
行為であったからではなく、被告人は、そのような時には、誘引に対して
余りに敏感であり、被告人に対する影響が無視するは余りに大きくまたそ
　　　　　　　　　　（17）の評価も困難だからである」とした。その上で、「ブレディの答弁は、ブ
ラムの自白とは違って、任意（volmtary）であった」とし、「有罪答弁は、
裁判所、訴追者または被告人自身の弁護人が被告人に与えた言質（com－
mitments）のもつ実際的意味を含めて、直接的な結果を十分に認識してな
されたのであれば有効である。ただし、脅迫（または不適正な困惑（ha－
rassment）の中止の約束を含む）、誤った説明（実施されないまたは実施不可
能な約束を含む）、または、おそらくはその性質上訴追者の業務と適正な関
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係を持ちえないような約束（例えば、贈賄）によって、もたらされた答弁
は除く」と述べて、結論的に、「この基準からみて、有罪答弁は、単に死
刑の可能性を避けるためになされたというだけの理由からは、無効とはい
　　　　　　　　　　（18）えない」としたのであった。
　ここでは、「自白の任意性」と「有罪答弁の任意性」とは明確に区別さ
れている。約束による自白においても、約束が違法なわけではない。被告
人の自由が侵害されているがゆえに、自白が許容できないのである。そこ
での自白の許容性基準は、狭義の任意性問題だけでなく、自白採取手続自
体の適正が問題となっているといえよう。これに対して、有罪答弁の任意
性論では、被告人の自由で理性的な判断が前提となっているので、約束
（答弁に関する合意）があっても任意性が否定されることはない。もっと
も、ここでの問題点は「死刑を回避するための有罪答弁」が任意といえる
か、という重い問題である。ブレディ判決が言うように、「ブレディの答
弁は任意である」と言い切ってよいか、問題は残るであろう。アルシュラ
ー教授は、「事実上の効果は……被告人は何らの権利も持たず、かつ、事
実審裁判所は何らの悪いこともしないというシステムを作ることである。
最高裁判所が、被告人の答弁の選択を支持することで、重要な『人間的価
値』を認めたにもかかわらず、この選択は明らかに司法の気まぐれにより
　　　　　　　　　（19）否定されうるものである」として、アルフォード・プリーを批判してい
る。もっとも、この批判には、検察官の広範な裁量権に基づ’く答弁取引制
度に対する批判も含まれている。有罪答弁制度それ自体が維持しえないも
のかどうかは、事実的基礎論まで含めて検討する必要があろう。
（3）アルフォード・プリーの事実的基礎
　アルフォード・プリーでは、有罪答弁はあるものの「有罪の承認」が欠
けている。そこでまず2つの問題が生じる。1つは、「有罪の承認」を欠
く有罪答弁を有効と認めることが憲法上許されるかであり、他は、「有罪
の承認」を欠く場合における有罪答弁の「事実的基礎」の程度問題であ
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る。
　アルフォード判決は、前者の問題について、有罪の承認は憲法上の要件
ではないと断定した。したがって、アルフォード・プリーを有効なものと
して受理することも、無効なものとして却下することも、憲法上は両方あ
りうることとなり、それは「州の問題」ということになる。連邦最高裁
は、本件について有罪答弁の事実的基礎を強く指摘してアルフォード・プ
リーの有効性を認め、結果としては、アルフォード・プリーの有効説を採
用したことになるが、理論的には、連邦最高裁の立場は表明されていな
い。
　後者の問題について、アルフォード判決は、本件における事実的基礎に
関して、「有力な証拠（strong　evidence）」、「圧倒的な証拠（overwhelming
evidence）」あるいは「有力な事実的基礎（strong　factual　evidence）」の存
在を指摘して、アルフォード・プリーの受理に憲法上の問題はないと
（20）
した。そこで、ここに言う「有力な事実的基礎」とは通常の事実的基礎と
どのように違うのかが問題となった。その後の連邦裁判所の判例をみる
と、通常の場合よりも犯罪事実を基礎付ける「十分な証拠の存在を要求す
る」という立場と、連邦刑事手続規則11条（f）の事実的基礎の要件では、
このような場合に特別な「有力な事実的基礎」が要求されるわけではない
という立場との双方がある。この論点を連邦控訴裁判所の判例について詳
細に研究した、ドイツの研究者ビッケル教授は、「事実的基礎」と「有力
な事実的基礎」との区別をすることはほとんど不可能であり、結局は「言
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）葉の使い方の違い」に帰着し、実質的な違いはないと見ている。おそらく
は、この分析が妥当と思われるが、被告人が一方で無実を主張しつつ、他
方で有罪答弁を維持しているという状況の下では、ラフェイヴ教授が指摘
しているように「最高裁は、事実的基礎がどの程度有力（strong）でなけ
ればならないかについては言及しなかったが、答弁をする被告人が犯罪を
否定している場合には、事実的基礎は、他の場合に比べて明らかにより確
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22〉実（certain）でなければならないことははっきりしている」というあたり
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が穏当な見方のように思われる。
　アルフォード・プリーの場合により確かな事実的基礎が要求されるとし
ても、被告人自身はあくまで「無実」を主張しているので、この被告人の
意思表示と事実的基礎との関係が問題として残ることになる。この場合、
被告人は、一方で無実を主張しつつ、他方で有罪答弁を維持するのである
から、被告人の意思が明白でないということは確かである。被告人は、罪
を犯したのか否か、被告人は科刑を承認しているのか否か、が曖昧と言わ
ざるをえない。一般的に、被告人の答弁が曖昧であるという場合につい
て、アルフォード判決の後に重要な判決が出ている。ガスキンス判決は、
裁判官が、被告人が自己の有罪について曖昧な言葉を使ったとの理由か
ら、違法になされた取引による答弁であるとしてその受理を拒否した後
に、第一級不法目的侵入（burglary）で被告人を有罪としたケースについ
て、以下のように判示した。「被告人が関与した強い事実的基礎」があり、
「そのような状況で有罪答弁をなすことが司法の利益（interests　of　jus－
tice）に反しない」場合には、「被告人が訴追された犯罪事実を承認しない
というだけの理由で有罪答弁を拒否することは、裁量権の濫用である
（23）
」と。この判例も重要な意味を持っている。なぜなら、被告人の犯罪を犯
したことの「不承認」という態度のみを判断の基礎とすることは、場合に
よって、「裁量権の濫用」と判断されるからであり、そこでは被告人の意
思以外の事実的基礎の審査が裁判所の義務となるからである。換言すれ
ば、被告人の意思表示よりも、はっきりした証拠（事実的基礎）がある場
合には、その証拠を根拠として有罪答弁を受理してよい、ということを意
味する。それは、被告人の有罪の承認という「主観的な要素」よりも、事
実的基礎という「客観的な要素」を重視した答弁制度を意味することとな
ろう。
　関連して、ドイツの研究者で、アルフォード・プリーに関心を寄せてい
るヴァイゲント教授とビッケル教授は、この問題について対照的な理解を
示しているので言及しておこう。ヴァイゲント教授は、いわば伝統的な理
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解に立って、アルフォード・プリーのような場合の有罪答弁を有効とする
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）のは、効率性の観念が実体的に正しい裁判を犠牲にすることだ、と批判し
ている。これに対してビッケル教授は、「有罪答弁手続においては、憲法
が前提とする被告人の訴訟上の自己答責性と連邦刑事訴訟規則第11条
（f）の定める裁判所の義務との間に緊張関係がある。後者は、有罪答弁の
事実的基礎を検証し、それによって誤った、異論の余地のある、それゆえ
究極的には無効な裁判を防止する義務である」との認識を示し、「アメリ
カ法は、有罪答弁手続において、効率性の目的と並んで、実体的に正しい
裁判をも考慮しており、後者は、詳細な証拠法ではなく、裁判官による簡
　　　　　　　（25）略な吟味に基づいている」と論じている。事実的基礎に関するアメリカ法
の展開を前提にすれば、ビッケル教授の理解が妥当といえよう。
　もっとも、ビッケル教授は、事実的基礎の間題を「実体的正当性
（Materielle　Richtigkeit）」の観点から考察しているが、アレインメント制
度においては、「実体的に正しい裁判」は「正しい事実認定」に基づくの
ではなく、「正しい答弁」に基づくことは確認しておく必要があろう。「正
しい答弁」に基づく裁判は、正しい事実認定に基づく裁判と並んで、はや
り「正しい裁判」なのである。そこが職権主義訴訟と当事者主義訴訟との
大きな違いであると思われる。
3　有罪答弁と自白
　（1）有罪答弁と自白
　ビッケル教授は、「有罪答弁手続は、自白による同意に基づく手続の終
　　　　　　　　（26）了である」と理解している。証拠調べに基づく公判手続に代替する手続終
了の形式と理解するのである。実際の有罪答弁手続においては自白の確認
　　　　　　　　（27）が伴うのが普通であろうし、事実的基礎の確認方法としても、被告人への
質問が最も一般的とされ、これが「最良の方法」あるいは「理想的な手
　　　　　　　（28〉段」とも言われている。このように有罪答弁と自白とが一体的にとらえら
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れるとなると、理論的にも実際的にも、多くの解決すべき問題が生ずるこ
とになる。理論的には、そもそも「訴訟行為」としての有罪答弁と、「証
拠」としての自白は法的な性質が異なるのではないか、実際的にも、アル
フォード・プリーのような自白を伴わない有罪答弁は一切拒否されること
となるのか等である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）　そこで、まず、ビッケル教授の説くところを見てみよう。第1に、答弁
手続は訴訟行為であって、証拠方法としての自白とは区別される。この
「当事者の答弁手続は、訴訟対象（Streitgegenstand）を直接的に決定す
る。それゆえ、答弁手続は、法律で『申立（motion，request）』と表示され
　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）る訴訟行為と厳密に区別されている」とする。しかし、第2に、「I　am
guilty．という宣言は、それだけを孤立的に観察すれば、無内容（inhalts－
10s）というべきであろう。実体的な罪責の自認にとっては、被告人の宣
言を内容的・実体的に説明しうるために、一定の事実関係と結びつけるこ
とが必要である」から、有罪答弁の「内容」が問題となり、ここに「有罪
答弁の自白としての側面」が、アメリカ法でも問題とならざるを得ないと
する。このようにして、第3に、「有罪答弁は、実体的な自白を含んでお
り、それが対立当事者によって表明された事実関係の正当性を簡潔な形
で、つまり被告人が事実関係の全体を繰り返すのではなく、追認するので
ある。それゆえ、アメリカの判例において、有罪答弁の評価は、被告人が
犯罪行為について詳細な供述をしていない場合であっても、被告人の実体
的に完全な自白と認められているのである」と論ずる。結局、「有罪答弁
は、単なる訴訟行為であるだけでなく、同時に実体的に完全な自白なので
　　　　　　　　（31）ある」ということになる。以上を整理してみると、証拠方法としての自白
と、法廷における態度表明としての自白と、ドイツ法とは異なって、「2
種類の自白」があることになる。
　この分析は、大陸法の研究者から見た有罪答弁制度の理解として、大変
に興味深いものである。ここでは、2点を確認しておきたい。第1は、こ
のように有罪答弁と自白との一体化現象が見られるが、有罪答弁制度の理
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論的な根拠は、あくまでも「答弁に基づく有罪宣告」にあるのであって、
「自白という証拠」がその正当化根拠ではないことである。ビッケル教授
も、「罪責の自認と裁判官の有罪言渡しとの終結効としての同置に対する
理論的な根拠は、当事者主義訴訟構造から導かれる。『厳粛かつ正式な罪
責自認』は、ある訴訟状況を作出し、それは、罪責問題に関する争いを調
整する役割を有する裁判官にとって、もはや決定すべきものは何もないと
いう状況である。なぜなら、単に被告人の罪責に関する訴えにつき確信を
抱くというだけでなく、被告人がこの確信を個人的に確証しているからで
　　　　　　（32）ある」と論じている。しかし、もし、有罪答弁に自白が理論的にも必要と
いうことになれば、それはもはや「自白による有罪宣告」に帰着し、いわ
ゆる有罪答弁制度の自己否定となるのではなかろうか。第2に、しかしな
がら、有罪答弁の事実的基礎の重視は、被告人への質問手続と被告人によ
る自白の重視をもたらし、そこに「有罪答弁の自白化」現象が生じている
ことも確かなことである。ビッケル教授は、アメリカ法には「2つの自
白」があるとされたが、その2つの自白の違いは必ずしも明らかではな
い。この点は、「有罪の根拠」としての自白には任意性をはじめ厳格な基
準が要求されるのに対して、「答弁の根拠」としての自白については、被
告人の権利保障を担保する限りでの真実確認が要求されるにすぎない、と
いう違いがあるのではなかろうか。ビッケル教授の指摘は重要な問題提起
ではあるが、差し当たり、事実的基礎の確認にとって被告人の供述が重要
な地位を占めるという限りでは異論のないところといえよう。
　この理解を敷術すると、有罪答弁には厳密な自白は必要でないこととな
り、この立場を押し進めればアルフォード判決におけるように自白以外の
証拠によって「有力な事実的基礎」が認定できれば、アルフォード・プ』リ
ーも有効とすることができるとする余地もあるのかもしれない。もっと
も、ゴールドシュテイン教授が力説されたように、たとえ「有力な事実的
基礎」があるとしても、被告人が無実を主張しているような場合には、そ
の有罪答弁は「曖昧な有罪答弁」と言わざるをえない。ゴールドシュテイ
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ン教授は、その「曖昧さ」は公判で明らかにすべきだとして、以下のよう
に主張された。「あいまいな有罪答弁は、司法過程への疑惑を引き起こす。
そして、この疑惑は、不可避的に、刑法の象徴的な、抑止的な、かつ、矯
正的な機能に対する深刻なダメージを与える。この疑惑を減少させる唯一
の道は、重罪事件についてのあいまいな有罪答弁を却下することであろ
う。それは、以前からわれわれの軍事裁判所のルールであったように。公
開の公判のもつ独特の機能を想起すれば、無実を主張する被告人は公開の
公判でその有罪を立証されるべきであることは明らかであるように思わ
（33〉
れる」と。傾聴すべき見解であるが、同時に、「死刑」という特別な問題
が前提となっていることも無視できないように思われる。
　（2）有罪答弁と裁判所の機能
　有罪答弁に関する事実的基礎の審査を重視することは、言い換えれば有
罪答弁制度における裁判所の機能を重視することを意味する。この点を自
覚的に議論し、「裁判所の監督（judicial　supervision）」機能の強化を主張
　　　　　　　　　（34）するのがダバー教授である。その主張は、ドイツ法に示唆をえて、いわば
ドイツ法流の有罪答弁への裁判所の積極的関与を内容とするものである。
大きく2つの主張がなされている。
　アメリカ法における有罪答弁制度の改善の必要佳を主張するダバー教授
の主張は、第1に、答弁取引における強制的要素の除去の必要性という点
にある。すなわち、科刑の正統性は被告人の「自律性（autonomy）」にあ
るが、被告人と法律専門家の力の落差が支配する法廷の取引には、自律性
はない。何より、答弁により提供される刑罰と公判で言い渡されるかもし
れない刑罰とのけたはずれの落差（enormous　differential）が被告人を有
罪答弁に導いている。その根本原因は、「過剰な刑罰」であり、ドイツ法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）にならって、これを縮減することがまず必要なことである。つぎに、自白
の任意性と有罪答弁の任意性が区別されてきたことの結果として、有罪答
弁の任意性の審査が厳密に行われてこなかったと指摘する。すなわち、寛
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大な取扱いと引き替えになされた自白は不任意とみなされるだろうが、
「その同じ約束が、有罪答弁を不任意とはしないだろう。この奇妙な結果
は、アメリカ法における有罪答弁と自白との伝統的な区別を現している。
…・裁判所は、有罪答弁の任意性を深刻に吟味することはないので、デュ
ー・プロセス条項は、合衆国における大多数の刑事手続には適用はないこ
　　（36）
とになる」とする。したがって、一方において、量刑に関わる取引の根本
を改善する必要があるとともに、他方において、裁判所による有罪答弁の
任意性に関する審査をより厳格にすることが必要となる。以上の主張は、
主に有罪答弁の任意性に関わる問題である。
　ダバー教授の第2の主張は、ドイツ法流の「裁判官が取り仕切る刑事公
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）判のシステムの要素を、アメリカ法改善のヒントとす」べきである、とい
うにある。すなわち、「ドイツの実務は、アメリカの答弁取引を改善する
もう1つの道を示唆している。すなわち、裁判所の監視である。『自白取
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）引（confession　bargaining）』というドイツの実務においては、被告人は、
公開法廷における自白と引き替えに、事前に打ち合わせられた刑の軽減を
受ける。公開法廷における公の自白（public　confession）という要件は、
取引がある事例においても、ドイツの公判のもつ糺問主義の反映であっ
て、答弁取引に関する何らかの政策的な決断の結果ではない。しかし、そ
の根拠が何であれ、それは取引一般を抑制するのみならず、個々の場合に
ついて誤った有罪宣告を防止することに有益である」とする。
　このようにして、有罪答弁の事実的基礎に関する吟味の重要性が主張さ
れるが、具体的には、「裁判所が、被告人が有罪の答弁をした犯罪事実に
ついて被告人に質問をすることを必要的にすべきである。訴追側あるいは
弁護側が準備した調書では、答弁の事実的基礎を証明するものとして決し
　　　　　　　（39）て十分なものではない」とする。そして、アメリカ法律協会の刑事司法準
　　　　　（40）則を引用しつつ、裁判所は、答弁の正確性を審査するために、被告人が答
弁をした犯行に関して、被告人自身の言葉で（in　the　defendant’s　own
words〉、詳細な供述を被告人がすることを要求するべきであるとする。
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　裁判所による事実的基礎の審査として、被告人質問を必要的なものと
し、被告人の犯行に関して「被告人自身の言葉で」語らせるという有罪答
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）弁制度の構想は、有罪答弁制度の新たな方向として注目に値する。ドイツ
のビッケル教授も、これまでドイツでは、アメリカ法における裁判官が有
罪答弁の真実性について確信を持つ必要があるなどという認識はなか
（42）
った、としているが、それは日本においても同様であると、思われる。
4　包含犯罪の有罪答弁
　（1）間題の所在
　アルフォード判決は、その脚注の中で、一般的に裁判所は憲法上有効な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）答弁を受理する義務があるか、という問題に言及した。直接的にはアルフ
ォード・プリーの受理が問題となったが、同時にいわゆる「包含犯罪」の
受理問題にも触れている。すなわち、「我々の立場は、事実審裁判官は、
被告人が答弁を望むというそれだけの理由から、憲法上有効な有罪答弁を
すべて受理しなければならない、というものではない。刑事被告人は、憲
法の下で、裁判所によって受理される有罪答弁をなす絶対的権利を有する
ものではない」とした上で、州は、制定法によりあるいはその他の方法に
より、無実を主張する有罪答弁の受理を認めることもできるし、また逆
に、そのような答弁の受理を禁止することもできる。そして、「州は、考
慮のうえ、制定法によりあるいはその他の方法により、このやり方をとる
ことができるし、何らかの条件の下で、より軽い包含犯罪（1esser　includ－
ed　offense）についての答弁受理の手続を禁止することもできる。しかし、
これは修正第14条と権利章典（the　Bill　of　Rights）の命ずるところではな
い。任意性あるいは非理性的な答弁の禁止は緩められてはならないが、不
毛な論理を操作してこれらの憲法的保障を非生産的なものにしてはならな
いし、保持されるべき人間的価値を危険にさらしてはならない」とした。
　アルフォード・プリーと同じく包含犯罪についての有罪答弁も、憲法問
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題ではなく、その許否は州に委ねられた問題となっている。アルフォード
判決では、被告人の無実の主張にもかかわらず、被告人の自白以外に被告
人の有罪を立証する「有力な事実的基礎」があった。これに対して、実際
に行われた犯罪行為を縮小して、その一部をなす包含犯罪についての有罪
答弁の場合は、むろん自白は備わっているであろうが、そこで審査される
事実的基礎とはどのような事実をいうのであろうか。
　ゴールドシュテイン教授は、例えば、強姦の事実について暴行の有罪答
弁をなし、あるいは強盗の事実について窃盗の有罪答弁をなす場合におけ
る事実的基礎という問題を指摘した上で、つぎのように問題を整理されて
いる（カギ括弧内は筆者が挿入した）。「驚くべき多くの解答がある。〔第1
群〕連邦裁判所における通常の解答は、訴追者には訴追事実を選択する裁
量権を有し、この裁量権は再審査に服さないとするもの、訴追者は訴追事
実の縮減ないし変更について裁判官の承認を必要とするとするもの、訴追
者の申出は軽い犯罪が原犯罪事実と合理的に関連する限り通常は受理され
るとするもの、である。〔第2群〕しかし、少数の州では、より保守的な
立場が取られ、被告人は彼が現実に有罪と認められる犯罪についてのみ有
罪答弁をすることができる、とする。例えば、被告人が共犯であった場合
には、正犯であったとの訴追事実について有罪答弁をすることはできな
い。イギリスではそうなっている。事実が当初に訴追された犯罪を示して
いる場合には、より軽い犯罪についての有罪答弁は通常は却下される。
〔第3群〕第3のグループの裁判所があり、そこでは被告人の現実の行為
とは全く関係ないものとされる。取引による軽い犯罪への有罪答弁は、自
白のあった特定の犯罪の事実的基礎を必要とはしない。これらの州では、
被告人は、仮定的犯罪（a　hypothetical　crime）についての有罪答弁をする
ことすら許容される。例えば、〔故殺の犯罪事実について〕故殺未遂とい
う存在しない犯罪〔についての有罪答弁〕も受理される。犯罪が夜間に行
われたときでも、昼間の住居侵入についての〔有罪〕答弁がなされた。こ
のような立場の根拠は、①答弁が被告人の希望であり、被告人の利益とな
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る取引の一部として自由になされたこと、②量刑の結果が当該行為にとっ
て適当と思われること、にある。」以下では、有罪答弁の事実的基礎制度
の趣旨からして、このような包含犯罪についての有罪答弁をどのように考
えるべきかについて、若干の検討を加えてみることとしよう。
　（2）包含犯罪についての有罪答弁
　ここでは、包含犯罪の問題として、いわゆる「論理的包含犯罪（10gical
included　offense）」の場合と「非包含犯罪」の場合との双方を取り上げる
こととする。このうち、「論理的包含犯罪」について有罪答弁がなされた
場合にっいては、「包含犯罪の事実的基礎の立証は、通常は容易であり、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）より軽い犯罪を構成する出来事の全てを開示すればよい」とされている。
大小関係にある事実のうち、重なっている部分の事実が事実的基礎という
こととなろう。もっとも、先に述べたゴールドシュテイン教授のいう「第
2群」の裁判所のような立場からは、このような場合であっても、有罪答
弁の事実的基礎の存在が否定されることがある、ということとなろう。
　問題となるのは、重い犯罪について有罪答弁がなされたが、その事実的
基礎が軽い犯罪を示している場合である。いわば包含関係が逆転している
場合である。第1に、この場合に、答弁事実の一部が事実的基礎によって
裏付けられていると言っていいのだろうか。そもそも、事実的基礎の制度
は、「事実的基礎の確認は、検察官の捜査した被告人の行為が訴追された
犯罪事実には全く該当しないことを被告人が認識していないという場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）に、被告人をそのような事態から保護することを目的とする」のである。
この場合は、被告人は、実際には軽い犯罪しか犯していないのに、重い犯
罪について有罪答弁しているのであるから、まさに保護が必要な場合であ
る。したがって、このような場合に事実的基礎の存在を認めることはでき
　　　　（46）ないであろう。第2に、この場合、裁判官は、被告人に対して軽い包含犯
罪について有罪答弁をするように指示することが許されるだろうか。ラフ
ェイブ教授は、「裁判所に、被告人の同意もなく、被告人がより軽い包含
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犯罪について有罪答弁をするように指示することを許すことは、裁判所に
刑事事件について被告人に不利益な評決を下すことを許すのと同じことに
　　　　　　　　　　　（47）なる」としてこれを否定している。答弁手続は、あくまで被告人の意思を
基礎とするものであるから、客観的事実に包含関係があるからといって、
裁判所が手続をリードすることは認められないということであろう。
　最も問題となるのは、論理的な包含関係にはない軽い犯罪について有罪
答弁がなされた場合である。上述したゴールドシュテイン教授のいう「第
3群」の裁判所が採用する有罪答弁の場合である。例えば、夜間の住居侵
入罪（最高15年で保護観察のない犯罪）と昼間の住居侵入罪（5年の最高刑
で保護観察にしうる犯罪）とがある場合に、事実は、犯罪が深夜に発生し
たことを示しているにもかかわらず、取引により後者の答弁がなされる場
合がある。または、答弁が仮定の犯罪について行われる場合があり、それ
は当事者が量刑について合意が成立しうる犯罪について行われる。例え
ば、故殺（manslaughter）で訴追された被告人が、故殺未遂（attempted
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）manslaughter）で有罪答弁することが許されている。その理由は、ゴール
ドシュテイン教授が述べている通り、被告人が望んでおり、取引が自由な
状態でなされ、かつ、被告人の利益ともなるから、というにある。
　しかし、他方で、例えば、薬物所持の2個の犯罪事実につき、薬物販売
1個の有罪答弁がなされたケースでは、軽い犯罪につき重い罪の有罪答弁
をするという逆転現象があり、「より軽い包含犯罪」という制定法の限界
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（49）の解釈問題であるが、これは認められないとされている。また、賭博にお
ける詐欺行為で訴追された被告人が、取引により、虚言による金銭取得の
未遂で有罪答弁をしたケースでも、これは「被告人が犯していない犯罪」
であり、事実的基礎はあくまで「原訴因が根拠とした基礎となる行為」に
関係して確認されるべきで、そのような事実的基礎はないから有罪答弁は
　　　　　　　　　　（50）却下されるとした事例もある。
　以上のように、非包含犯罪についての有罪答弁の可能性については、流
動的な情勢にあるようである。ただ、被告人と検察官が合意さえすれば、
　　　　　　　　　　　　　有罪答弁の事実的基礎再論（田口）　　199
事実的基礎が薄弱であっても有罪答弁は有効であるとする立場は、刑事訴
訟における「真実主義」を無視するものであり、有罪答弁の事実的基礎に
ついて、あるいは被告人の自白を要求したり、あるいは裁判所の審査機能
を強化したりする最近の傾向からすれば、このような非包含犯罪について
の有罪答弁の許容性は制限されざるをえないこととなろう。
　（3）事実的基礎の意義
　以上を前提として、有罪答弁の事実的基礎の意義に関して、差し当た
り、以下4点の覚書をまとめておくこととしたい。
　第1点として、以上の有罪答弁の事実的基礎論は、これまでのアメリカ
法に対して重大な反省を迫るものと思われる。例えば、多くの裁判区で
は、速度違反の運転行為が、駐車違反の有罪答弁で受理されているとさ
れ、ダバー教授は、いわゆる事実取引（fact　bargaining）の結果として、
多くの答弁合意は当該事件の事実を正確に（accurately）反映していない
　（51）
とした。速度違反の事実につき駐車違反で有罪答弁する場合の事実的基礎
は、「あり得ない犯罪（impossible　offense）」についての事実的基礎を正面
から認めるか、あるいは「車に関する何らかの犯罪」というところまで薄
めないと事実的基礎があるとは言えないこととなる。いずれにしても、ほ
とんど事実的基礎の要求を無視するに等しいといえよう。「被告人と検察
官が合意しているからそれでよい」と言って済ますことが許されるかが深
刻に問題とされているのである。どこまで精密な（accurate）事実的基礎
を要求するか、が問われている。
　すでに、連邦控訴裁判所の判例は、事実的基礎として「十分な証拠
（sufficient　evidence）」を要求し、「有罪答弁の事実的基礎にとって被告人
自身の供述は必要ではないが、答弁の時に、裁判所が、被告人は犯罪をお
そらく（likely）行ったであろうと合理的に判断することができる十分な
　　　　　　　　（52〉証拠はなければならない」としている。ラフェイヴ教授も「十分な事実的
基礎は、単に、ある犯罪が生じたことを示すだけでなく、被告人がその犯
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　　　　　　　　　　　　　　（53）行にかかわったことをも示すものである」と述べている。いわば単なる事
実ではなく、有力な事実が要求されている。
　第2に、有罪答弁の事実的基礎として「十分な証拠」がなぜ要求される
こととなったかというと、有罪答弁という被告人の処分行為が「真実」に
　　　　　　　　　　　　　　　　（54）基づくことが必要と考えられたからであろう。これまで、真実を重視する
ことは被告人の自己決定を否定することであり、被告人の自己決定を重視
することは真実を軽視することであると、いわば二項対立的に理解されて
きた。これに対して、真実を重視した自己決定は新たな方向を示唆するも
のであり、有罪答弁制度の正当化根拠を強化するものといえよう。ドイツ
のビッケル教授は、「アメリカ法において、事実的基礎の審査には、純粋
に訴訟経済的理由と正しい裁判という目的のための理論的に重要な理由と
　（55）
がある」と述べているが、正当な観察と思われる。
　さらに、第3として、以上のような「真実」の重視は、あくまで被告人
の権利保護のためのものであることに注意する必要があろう。ここで確
認・認定される「真実」は「処罰のため」というのではなく、被告人の有
罪答弁が理由のあるものであって、被告人が無知のゆえに処罰されること
がないように、被告人を保護するために確認される事実の証拠である。い
わば無事の不処罰のための真実主義といってもよい。さらに言えば、有罪
答弁の根拠の問題であって、有罪宣告の根拠の問題ではない。有罪宣告の
根拠は、厳密に言えば、この場合には有罪答弁にあるのであって、有罪の
証拠にあるのではない。このようにして、ここに言う「十分な証拠」は有
罪答弁の有効要件なのであって、被告人を処罰するための根拠なのではな
　　　　　　　　　　　　　（56）いことも再確認されるべきであろう。
　最後に、第4として、さらに再確認すべきであると思われるのは、有罪
判決の根拠についてである。これには、2つのものがあり、1つは、犯罪
事実の認定あるいは陪審の評決を根拠とする場合であり、まさに「罪を犯
したがゆえに処罰される」場合である。他は、「被告人の自認」が処罰根
拠となる場合である。この場合は、端的に言えば、「被告人が罪を認めて
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いるがゆえに処罰される」のである。ただし、この場合、無享の被告人を
処罰してはいけないがゆえに、有罪答弁には「事実的基礎」が必要とな
る。この事実的基礎に、あるいは自白を要求したり、あるいは裁判所の積
極的な関与を要求したりする主張があったが、いずれも事実的基礎を重視
するものであった。
　それは、大きな潮流として言えば、アメリカ法の真実主義への傾斜を表
しており、大陸法における自白に基づく裁判への接近現象ということもで
　　　　　　　（57）きるように思われる。ゴールドシュテイン教授は、「有罪答弁に向かう世
界的な動きがあるが、それは司法審査（judicial　review）の過程を形作ろ
うとしており、それは公判と有罪宣告の公的機能（public　function）を考
慮すると同時に、答弁取引につきまとう強制となれあいの雰囲気を排除す
ることとなろう。有罪答弁についての裁判所の審問は、糺問主義の伝統の
下と当事者主義の伝統の下との双方において、そのような過程を形作るこ
　　　　　　　（58）とが可能となっている」とされたが、本稿で引用したように、アメリカの
ダバー教授がドイツ法を参考とし、ドイツのビッケル教授がアメリカ法を
研究するといったこと自体が、まさに糺問主義と当事者主義との双方で問
題意識が共有されていることを物語っているように思われる。また、そこ
での当事者主義と真実主義との結合も、大いに注目すべき現象といえよ
う。
5　むすびに代えて
　本稿では、有罪答弁の対象犯罪と事実的基礎とに食い違いがあるという
極限的事例を中心として、有罪答弁の事実的基礎の意義を考察してみた。
その要点をまとめて、むすびに代えておくこととしよう。
　典型例として、いわゆるアルフォード・プリーを取り上げ、自己の無実
を主張しつつ、死刑判決を回避するために有罪答弁をおこなったという場
合における有罪答弁の有効性が問題となった。連邦最高裁は、このような
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答弁であっても任意性が認められるのみならず、「有力な事実的基礎
（strong　factual　basis）」が認められる以上は、有罪答弁を受理することに
間題はないとの判断を示した。
　このようにして、有罪答弁の有効性が大きく事実的基礎に依存するとな
ると、事実的基礎として如何なる証拠の存在が要求されるか、が問題とな
る。そこで、第1に、被告人の自白を要求する見解を取り上げて検討して
みた。この主張は、確かに事実的基礎の審査を重視するものではあった
が、つねに自白を必要とするかについてなお検討の余地があった。第2
に、いわゆる包含犯罪についての有罪答弁の事実的基礎を取り上げた。こ
こでは、有罪答弁の対象犯罪と現実の犯罪とが異なるがゆえに、事実的基
礎の限界が直接問題とならざるをえなかった。
　この事実的基礎の限界論においては、有罪答弁の有効要件として、任意
性要件だけでなく、真実に基づく事実的基礎の要件が大きな意味をもつこ
ととなった。これによって、実際の犯罪とは大きく食い違う犯罪について
の有罪答弁は受理できないこととなり、不適正な有罪答弁がチェックを受
けることとなった。このことは、一方において、被告人の自己決定といえ
ども真実から大きく乖離しえないこと、他方において、有罪答弁制度にお
いて裁判所の責任が大きくなることを示唆していた。
　もっとも、以上のようなアメリカ法の動向も、決して固定的なものでは
ない。アメリカ法もまだ改革の途中にあり、その流動的な要素として以下
　　　　　　　　（59）の4点が指摘されている。第1に、有罪答弁の事実的基礎の制度が合衆国
における全ての裁判区にあるわけではないこと、第2に、事実的基礎の制
度があるところでも、その審査を如何にして行うかに関する制定法上のガ
イドラインを欠くところがあること、第3に、ほとんどの裁判区では、無
実の主張を伴う有罪答弁（アルフォード・プリー）を許容していること、
そして第4として、多くの裁判区は、被告人の行為では充足しえない犯罪
についての有罪答弁を許容していること、といった事情がある。とりわ
け、有罪答弁の事実的基礎として如何なる「十分な証拠」が要求される
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か、そこでは「自白」はどのような地位を占めることになるか等につい
て、今後も、アメリカ法の動向には注目していく必要があろう。
　他方において、アメリカ法の有罪答弁制度を支えている「答弁取引
（plea　bargaining）」制度にも多くの問題が含まれている。アレインメント
制度に対する批判の多くは、有罪答弁制度それ自体よりも、その前提手続
である答弁取引に集中している観がある。とりわけ、アメリカ法における
検察官の広い「取引権限（bargaining　power）」についての問題を指摘する
意見が多い。有罪答弁手続のデュー・プロセスについて検討することが、
つぎの課題となろう。
（1）連邦刑事訴訟規則11条（f）は、「裁判所は、有罪答弁を受理した場合であって
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　（1）一連邦量刑ガイドライン5K1．1条を中心に一」早稲田法学78巻2号（2003
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（11）　Brady　v．United　States，397US742，25L　Ed2d747，90S　Ct1463（1970）．
（12）　アルフォード・プリーが有効であるためには、当然、答弁の任意性が前提とな
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　自認を任意と認めることが前提となる。このダブル・スタンダードをいかに理解す
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て極めて重大な犯罪事実を示している場合には、有罪答弁を受理することには問題
がある。このような場合は、答弁取引自体が不適正と評価されるべきであろう。ラ
フェイブ教授も、答弁取引の結果として落とされたより重大な犯罪を示す明白な事
実的基礎に直面したときには、答弁を破棄する余地があるとしている（LaFave，
supra　note22，at183．）。
（45）　Advisory　Committee，1966Amendment，Federal　Rules　of　Criminal　Proce－
dure11（f）．
（46）LaFave，supra　note22，at180．例えば、盗品の州際輸送に関する4個の訴因に
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　る。
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有罪答弁の事実的基礎再論（田口）　　207
（49）
（50）
（51）
（52）
People　v。Johnso11，89N．Y．2d905，653N．Y。S．2d265，675N．E．2d1217（1996）．
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